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令和４年度 第１回 正副会長会 
 

日時：令和４年４月 14日（木） 

午後 4時 00分～5 時 00分 

会場：板橋法人会館３階会議室 
 
次 第              ※資源保護のため、両面印刷している資料があります。 
 
                     ◯司会進行：浦田総務担当副会長 
Ⅰ．会長挨拶 
 
 
Ⅱ．議  題   
 １．前回正副会長会審議結果概要【資料 1】 

 

２．審議事項 

（１）労働保険事務組合公益社団法人板橋法人会 

事務処理規約の一部改正について【資料２】 

  （２）公益社団法人板橋法人会 広報ラック等の利用に関する要領 

の制定について【資料３】 

（３）「公益社団法人板橋法人会の概要」の制作について【資料４】 

  ※現在作成中  

  

３．所管事項報告 

 

４．報告事項  

（１）東京都への事業計画書等の提出について【資料５】 

（２）令和４年度支部配当金について【資料６】 

（３）支部・部会総会開催日程一覧【資料７】※現在作成中 

（４）執行状況調書（年度末）について【資料８】※現在作成中 

（５）会員の状況（東法連報告数値）について【資料９】 

（６）令和３年度会員増強表彰について【資料 10】 

 （７）役員賠償責任保険の加入について【資料 11】 

（８）東法連広報委員長表彰の受賞について【資料 12】 

 （９）東京商工会議所永年会員表彰の受賞について【資料 13】 

  

５．事務局報告 

（１）第 4ブロック単位会別会費及び職員数等一覧【資料 14】 

 

Ⅲ．次回日程（※次回以降の会議の開催日時の案） 

会 議 名 日   時 会   場 

正副会長会 ５月12日（木）16:00～17:00 法人会館３階会議室 

正副打合せ ５月19日（木）15:30～16:00 法人会館３階会議室 

常任理事会 ５月19日（木）16:00～17:00 法人会館３階会議室 

理事会 ５月26日（木）16:00～17:00 法人会館３階会議室 

 

出

席 

平野、浦田、 
森田、長谷川、 
吉川、坂口 
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資料１  

令和４年４月 14日 

正 副 会 長 会 資 料  

 

令和３年度 第 2２回 正副会長会 審議結果概要 
【令和４年３月 17日（木）・平野、浦田、森田、長谷川、吉川、坂口】 

 

１．審議事項等 

（１）公益社団法人板橋法人会職員給与規程の一部改正について 
※承認（令和 4年４月１日施行） 

※第 4ブロックの人件費比率と職員数を調査すること。 

（２）通常総会の招集の決定について 
 ※常任理事会で報告 

 ①コロナ禍における通常総会の開催について 

②第 10回通常総会実施要領（案）について   

  ・日 時  令和４年 6月 10日（金）午後 4時開会 

    ・会 場  板橋区立グリーンホール（2階ホール） 

    ・議 案  第１号議案 令和３年度財務諸表の承認 

令和３年度監査報告 

          第２号議案 労働保険事務組合公益社団法人板橋法人会 

事務処理規約の一部改正について 

 

（３）令和４年度事業計画及び収支予算について 

①令和４年度事業計画（案）について 
 ※常任理事会で報告 

②令和４年度収支予算（案）について 
※会長から委員長に対して、所管事業の内容等についての確認があった。 

③資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類について 
※常任理事会で報告 

（４）利益相反取引の承認について 
 ※常任理事会で報告 

２．所管事項報告 
 ※常任理事会で報告  

 

３．報告事項 
  ※常任理事会で報告 

（１）執行状況調書（年度末）について 

（２）会員の状況（東法連報告数値）について 

 

４．事務局報告 

  （１）プロジェクターの整備について 

（２）応接セットの更新について 
 



【資料２】 

令和 4 年 4 月 14 日 

正副会長会資料 

労働保険事務組合 公益社団法人板橋法人会 事務処理規約の一部改正について（案） 

 

１．改正理由 

   事務処理規約第１１条第 1項に規定する国からの通知の表記に誤りがあったので、これを正しい表記に改める。 

２．改正部分 

事務処理規約第１１条第 1項中、最初の「納入通知書」を「納入告知書」に改める。 

３．新旧対照表 

改   正 現   行 

（納入告知を受けた場合の事務）  

第１１条  本事務組合は、委託組合員が徴収則第 38 条第 5 項又は

石綿則第 2 条の 5 第 5 項の規定による納入の告知を受けたとき

は、徴収及び納付簿に納入告知にかかる事項を記載するとともに、

その納入告知書に指定された納期限の 10 日前までに委託組合員

にその納入通知書を送付するものとする。 

２ 【略】 
 

（納入告知を受けた場合の事務）  

第１１条  本事務組合は、委託組合員が徴収則第 38 条第 5 項又は

石綿則第 2 条の 5 第 5 項の規定による納入の告知を受けたとき

は、徴収及び納付簿に納入告知にかかる事項を記載するとともに、

その納入通知書に指定された納期限の 10 日前までに委託組合員

にその納入通知書を送付するものとする。 

２ 【略】 

付 則 

（施行期日） 

第 3条 この規約は、昭和 57年 5月 7日から施行する。 

          一部改正  昭和 60年 5月 24日 

            〃   昭和 61年 5月 27日 

            〃   平成 14年 5月 29日 

            〃   平成 17年 5月 17日 

            〃   平成 20年 5月 21日 

            〃   平成 24年 5月 28日 

            〃   平成 26年 6月 24日 

                  〃   平成 28年 6月 23日 

            〃   令和 2年 7月 29日 

                      〃   令和 3年 6月 9日 

            〃   令和 4年 6月 10日 
 

付 則 

（施行期日） 

第 3条 この規約は、昭和 57年 5月 7日から施行する。 

          一部改正  昭和 60年 5月 24日 

            〃   昭和 61年 5月 27日 

            〃   平成 14年 5月 29日 

            〃   平成 17年 5月 17日 

            〃   平成 20年 5月 21日 

            〃   平成 24年 5月 28日 

            〃   平成 26年 6月 24日 

                  〃   平成 28年 6月 23日 

            〃   令和 2年 7月 29日 

                      〃   令和 3年 6月 9日 

 
 

 



資料３ 

令和 4年 4月 14日 

正 副 会 長 会 
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公益社団法人板橋法人会 広報ラック等の利用に関する要領（案） 
（令和 4年●月●日・正副会長会決定） 

 

（目的） 

第 １ 条 この要領は、公益社団法人板橋法人会事務局（以下「事務局」という。）内

の広報ラック等（以下「広報ラック等」という。）の会員による利用につい

て必要な事項を定め、会員サービスの向上を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第 ２ 条  この要領において、広報ラック等とは次のとおりとする。 

（１）板橋法人会館４階エレベーターホールに設置されているパンフレットラ

ック（パンフレットスタンド） 

（２）板橋法人会館４階エレベーターホール壁面の掲示スペース 

（３）事務局受付カウンターエリアに設置されているパンフレットラック（パ

ンフレットスタンド） 

（４）事務局受付カウンターエリア壁面の掲示スペース 

（５）事務局受付カウンターの机上 

 

（利用者の範囲） 

第 ３ 条  広報ラック等を利用できるものは、板橋法人会正会員または賛助会員で 

会費に未納がない者とする。 

 

（利用料） 

第 ４ 条  広報ラック等の利用料は、原則無料とする。 

 

（管理） 

第 ５ 条 広報ラック等の管理事務を確実に処理するため、管理担当者を置く。 

２  管理担当者は、事務職員の中から事務局長が任命する。 

３ 管理担当者は、管理台帳を作成し、その利用状況を常に把握しておかなけ

ればならない。 

 

（利用申請） 

第 ６ 条 広報ラック等を利用しようとする会員（以下「申請者」という。）は、別記

様式の板橋法人会事務局 広報ラック等利用申請書（以下「申請書」という。）

を、利用しようとする日の 2日前までに管理担当者に提出して、その承認

を受けなければならない。 

   ２ 掲出物の掲出期間は、30日以内とする。 

   ３ 同一内容のものは、1回につき 1点限りとする。 

４ 広報ラック等を利用できる回数は、一会員あたり年 2回以内とする。 

 

（掲出物の規格） 

第 ７ 条 掲出できる掲出物の規格は次のとおりとする。 

（１） チラシ：はがきサイズから A4サイズまで 

（２） ポスター：はがきサイズから A3サイズまで 

（３） その他：縦・横・高さが、いずれも 30㎝以内におさまるもの 



資料３ 

令和 4年 4月 14日 

正 副 会 長 会 
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（承認） 

第 ８ 条 管理担当者は、会員から第６条の申請があったとき、その内容が第７条に

定める規格に適合し、かつ、掲出できるスペースがある場合には、承認す

るものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するものは、承認する

ことができない。 

（１） 明白に虚偽の事項を掲載したもの 

（２） わいせつな事項を掲載したもの 

（３） 人の名誉を毀損し、侮辱するおそれのあるもの 

（４） 常設映画館の営業用ポスター類 

（５） その他広報ラック等の設置の趣旨に反すると認められるもの 

２  管理担当者は、前項の規定により承認したときは、当該申請書の副本に承

認印を押して申請者に交付するものとし、承認をしなかったときは、その

旨及び理由を申請者に通知するものとする。 

 

（掲出物の納品） 

第 ９ 条 申請者は、申請が承認された場合、承認された掲出期間の前日までに管理

担当者に掲出物を納品しなければならない。 

２  掲出物の納品が遅れた場合であっても、掲出期間終了日を延長することは

できない。 

 

（掲出物の引取り） 

第１０条 申請時に掲出物の引取りを希望した申請者は、掲出期間終了後 2 週間以

内に掲出物を引取らなければならない。 

２  掲出期間終了後、2週間が経過しても引き取りがなされない場合、管理担

当者はその掲出物を処分することができるものとする。 

 

（無断掲出の措置） 

第１1条 管理担当者は、承認されていない掲出物が掲出されている場合は、掲出を

行った者に対し除去を命ずることができる。ただし、次に掲げる事項に該

当する場合は、管理担当者が除去できるものとする。 

（１） 掲出物に連絡先の記載がない場合 

（２） 連絡先への連絡がとれない場合 

（３） 除去に応じない場合 

（４） 第 8条第 1項の各号に該当する場合 



板橋法人会事務局 広報ラック等利用申請書 
 

    令和  年   月   日 

 

【申請者】 

団体名  

氏 名 

（自書） 
 

TEL  

 

 板橋法人会事務局の広報ラック等を利用したいので、下記のとおり申請します。 

なお、広報ラック等の利用にあたっては、下記の注意事項を守るとともに、掲出物

の引取りについて、責任を持つことを確約します。 

記 

 

掲出する内容  

寸法 
☐ A３     ☐ A４     ☐ A5 

☐ B５     ☐ はがき    ☐ その他 

枚数・個数 点 

掲出期間 令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

掲出物の引取り 
☐ 希望する 

☐ 希望しない（法人会が処分することに同意します） 

【注意事項】 

※１ 掲出できるチラシ等の規格は以下のとおりです。 

    ・チ ラ シ：はがきサイズから A4サイズまで 

   ・ポスター：はがきサイズから A3サイズまで 

   ・そ の 他：縦・横・高さが、いずれも 30cm以内におさまるもの 

※２ チラシの場合、掲出可能枚数は 20枚以内です。 

※３ 掲出期間は 30日以内です。 

※４ 広報ラック等の利用の受付は先着順とし、掲出するスペースに空きがない場

合は、申請をお断りする場合があります。 

※５ 記載内容が不明確な物は、掲出をお断りする場合があります。事前に板橋法

人会事務局へご相談ください。 

※６ 掲出物の引取りを希望する場合は、掲出期間終了後 2 週間以内の営業日に

引取りにお越しください。2週間を経過した場合は、処分させていただきます。 



法人コード A021318

令和4年3月31日

東京都知事

小池　百合子 殿

法人の名称 公益社団法人板橋法人会

代表者の氏名 平野　慎治

事業計画書等に係る提出書

　下記に掲げる事業計画書等について、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する

法律第２２条第１項の規定により、提出します。

記

１　事業計画書

２　収支予算書

３　資金調達及び設備投資の見込みを記載した書類

４　１から３までに掲げる書類について理事会（社員総会又は評議員会の承認を受けた場
　　合にあっては、当該社員総会又は評議員会）の承認を受けたことを証する書類

miyaz
タイプライターテキスト
資料５

miyaz
タイプライターテキスト
令和４年４月１４日

miyaz
タイプライターテキスト
正副会長会資料

miyaz
長方形



事業年度

令和 4 年度

自 令和4年4月1日

2018.11.19 Ver.1.0

手続No C1-1

手続名 事業計画書等の提出

申請事務担当者

氏名 樋口　友紀

電話番号 03-3964-1413

電子メールアドレス info@itabashi-houjinkai.or.jp

至 令和5年3月31日
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令和 4 年度 事業計画 
 

Ⅰ 基本方針 

板橋法人会は、税のオピニオンリーダーとして、企業の発展を支援するととも

に、地域の振興に寄与することで、国と社会の繁栄に貢献してまいります。 

そのために、板橋法人会は、コロナ禍にあっても必要な感染予防対策を講じた

うえで、法人会の原点である「税」に関する活動を中心としつつ、行政と連携し

た公益性の高い事業、地域の特性を生かした多様な社会貢献事業、会員企業の発

展や交流などを図る共益事業、会員に対する福利厚生事業などに取り組んでまい

ります。そして、事業の実施にあたっては、これまでの活動実績を踏まえつつ、

必要な見直しを行い、より効率的・効果的な事業実施に努めてまいります。 

また、公益社団法人化 10 年目の節目を迎え、板橋法人会の更なる発展を目指

して、会員の増強など組織基盤の整備に力を注ぐとともに、情報開示による透明

性の高い運営にも取り組んでまいります。 

 

Ⅱ 主要施策 

１ 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税の提言に関する施策  

公益社団法人として、会員だけでなく広く一般の企業や住民を対象として、

税知識の普及と納税意識の向上に資するための事業を展開する。 

税に関する説明会や講習会などの開催にあたっては、新型コロナウイルス感

染予防対策を講じるなど、新しい開催方式を取り入れることにより、その着実

な実施を図る。 

また、将来を担う児童・生徒に対する租税教育活動の充実に努めるほか、税

を考える週間にあわせて「税をテーマとした川柳コンクール」を関係団体と連

携して実施する。その他、ｅ-Tax 及びｅLTAX の一層の利用率向上、自主点

検チェックシートの普及拡大に努め、支部やブロックにおいても、身近な問題

をテーマとした研修会などを開催する。 

さらに、税制に関する会員の意見を関係団体に提出するとともに、全国の法

人会と連携して関係機関に対する要望活動を展開する。 

広報誌「法人いたばし」や法人会のホームページでは、その充実・改善を図

り、会員に有益な情報を届けるだけでなく、広く一般に対しても税の啓発活動

をはじめとする公益性の高い情報を発信する。 

また、板橋区が開催するイベントにおいて、税に関する啓発を行うとともに、

法人会のＰＲを展開し、法人会の知名度の向上を図る。 

 

２ 地域企業の健全な発展に資する施策 

公益社団法人として、会員だけでなく広く一般の企業をも対象に、多様なニ

ーズに応える研修や講習会、時節に合った実務的なセミナーを企画して開催す

る。 

その開催にあたっては、新型コロナウイルス感染予防対策を講じるとともに 

Web 配信を導入するなど、より効果的で安全な開催に努める。 

また、インターネットを使ったセミナー配信サービスや企業の相談の機会を
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提供するなど、企業を取り巻く経営環境を踏まえ、企業のニーズに適したサー

ビスを推進する。 

さらには、板橋区と連携して、企業の発展に資する取り組みを行うなど、企

業に有益なサービスを推進し、会員の法人会に対する満足度を高める。 

 

３ 地域社会への貢献を目的とする施策 

公益社団法人として、地域の発展や地域住民に貢献することが求められてお

り、中小企業単独では難しい企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすため、団体

としての組織力を活用し、関係機関と連携して、積極的かつ継続的な社会貢献

活動を推進する。 

事業の実施にあたっては、新型コロナウイルス感染予防対策を講じるととも

に、法人会の持てる力を発揮し、より効果的で安全な開催に努める。 

また、法人会の組織力を使い、著名人等を招聘しての講演会の開催や、次世

代を担う子供たちのため、板橋区と連携して子育て支援事業を実施する。 

さらに、地域の活性化のため、板橋区が開催するイベントに協力するととも

に、17 の支部と３つの部会による、地域の特性や実情に応じた多様な社会貢

献活動に取組む。 

こうした様々な社会貢献活動を通して、会員企業の社会的責任を果たすとと

もに、法人会の社会的な存在感を高め、これにより会員の法人会に対する帰属

意識を高める。 

 

４ 会員の交流に資するための施策 

法人会組織の特性である、地域や社会とのつながり、そして会員同士のつな

がりを維持・発展させるための事業を展開する。 

事業の実施にあたっては、新型コロナウイルス感染予防対策を講じるととも

に、より効果的で安全な開催に努め、人と人とのつながりを作っていく。 

税務署など関係機関との意見交換会や地域の経営者が集っての情報交換会

など、会員が地域や社会とつながる場の提供に努める。 

また、会員同士による情報交換会や、17 の支部と３つの部会による様々な

催しなどを開催することで、人と人とがつながる場の提供に努める。 

こうした異業種交流など、会員のニーズの高い事業を着実に推進することで、

法人会の魅力を高め、会員の法人会に対する帰属意識を高める。 

 

５ 会員の福利厚生等に資する施策 

企業の存続や従業員の確保の上で、各種福利厚生制度は必要不可欠であり、

また、斡旋事務手数料が法人会の財政面でも大きく貢献していることから、そ

の制度の維持と普及推進を図る。 

レジャー施設等割引斡旋などをはじめ、医療機関による一日人間ドックの紹

介などの会員サービスについて、会員のニーズを見極めて事業を実施する。 

また、会員企業の経営の安定に資する、経営者大型総合保障制度や保険共済

事業について、受託保険会社と連携してその普及を推進する。 

さらに、会員サービスの一環として、全法連・東法連が斡旋するサービスや

会員向けの簡易生命保険団体保険料払込代行や労働保険事務代行サービスを

実施する。 
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福利厚生制度は、会員の法人会に対する満足度を高めるとともに、会員増強

のツールとして有効であり、また、法人会の財政基盤の強化にも資することか

ら、福利厚生に関する情報収集を図り、より効果的な事業執行に努める。 

 

６ その他、目的を達成するために必要な施策 

板橋法人会が、公益社団法人として国と社会の繁栄に貢献していくためには、

法人会そのものが持続的に発展していく必要があり、時代に合った組織運営体

制の構築が必須の課題である。 

そのため、正副会長会をはじめとする各種会議を通じて、役員相互が情報を

共有し、法人会の持続的な発展のため、組織や運営体制を検証し必要に応じて

改善を図る。 

また、法人会の持続的な発展には、会員の増強が極めて重要なことから、会

員一人ひとりが会員増強活動に携わる仕組みをつくるなど、積極的な加入勧奨

策を推進する。 

さらに、板橋法人会館について、法人会活動の拠点としての機能を適切に確

保しつつ、法人会の主要な財源の一つであるテナント収益事業の継続的な運営

を担保すべく、法人会館維持管理計画に基づき、施設の適切な管理を図る。 

法人自治及び自己責任の視点から、規程や管理体制等を整備し、情報開示に

よる透明性の高い運営を行うこととし、これらを支える事務局の充実に努める。 

 

Ⅲ 主要事業実施計画 

 １ 税知識の普及と納税意識の高揚並びに税の提言に関する事業 

（１）税知識の普及を目的とする事業 

   ①新設法人説明会 

   ②決算法人説明会 

   ③法人税申告書・決算書の書き方講習会 

   ④ブロック別税務座談会 

   ⑤税の知っ得塾 

   ⑥租税教室 

   ⑦支部研修会 

  

（２）納税意識の高揚を目的とする事業 

   ①ｅ－Ｔａｘ・ｅＬＴＡＸの促進 

   ②自主点検チェックシート、ガイドブックの普及推進 

   ③広報紙等による税情報の発信 

   ④税を考える週間実施事業（税をテーマとした川柳コンクール） 

   ⑤イベント協働事業 

  

（３）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業 

   ①税制改正の提言及び提言書の関係機関への提出（全国大会） 

   ②全国青年の集い 

   ③全国女性フォーラム  
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２ 地域企業の健全な発展に資する事業 

 （１）簿記講習会 

 （２）税務・労務・経営・経営支援・無形（知的）財産・行政手続支援相談 

 （３）インターネット配信サービス「セミナー・オンデマンド」 

 （４）夏期研修会 

 （５）実務セミナー 

 （６）いたばし産業見本市ものづくりセミナー 

 （７）ものづくり・商業・サービス 生産性向上促進補助金無料相談会 

（８）環境関連事業 

 

３ 地域社会への貢献を目的とする事業 

（１）厚生講演会 

 （２）チャリティーコンサート事業 

 （３）子育て支援事業 

（４）イベント協働事業 

 （５）青年部会地域社会貢献事業 

 （６）女性部会地域社会貢献事業 

 （７）支部社会貢献活動 

 （８）地域講演会 

 

４ 会員の交流に資するための事業 

（１）法律相談 

 （２）総会懇親会 

（３）板橋税務署との意見交換会 

（４）情報交換会 

（５）新年賀詞交歓会 

（６）役員懇談会 

 （７）会員増強功労者表彰 

 （８）会員増強活動用資器材調達 

（９）支部共益活動 

 （10）青年部会共益事業 

 （11）女性部会共益事業 

 （12）源泉部会共益事業 

   

５ 会員の福利厚生等に資するための事業  

（１）レジャー施設等割引利用斡旋 

（２）宿泊施設利用割引 

（３）各種健康診断 

（４）経営者大型保障制度の普及推進（案内・周知） 

（５）経営保全プランの普及推進（案内・周知） 

（６）がん保険制度の普及推進（案内・周知） 

（７）貸倒保障制度（取引信用保険）の普及推進（案内・周知） 

（８）簡易生命保険団体保険料払込制度に係る集金事務 

（９）労働保険事務代行業務 
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６ その他、目的を達成するために必要な事業 

（１）各種会議の運営 

（２）規程等の整備 

（３）情報開示の推進 

（４）板橋法人会館賃貸業務 

 



A A：収支ゼロ、B：損益ゼロ(現預金調整)、C：損益ゼロ(他会計調 59.2%

【板橋法人会】　正味財産増減計算書内訳表

税関連事業 企業支援事業 社会貢献事業 収益事業 会員交流事業

公1 公2 公3 共通 小計 収1 他1 小計

　Ⅰ．一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

（１）経常収益

１．基本財産運用益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）基本財産受取利息 0 0 0

２．特定資産運用益 300 0 0 0 0 0 0 0 0 300 0

（１）特定資産受取利息 300 0 0 300

（２）特定資産受取賃借料 0 0 0 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

３．受取会費 33,332,000 2,159,000 1,000,000 4,434,600 0 7,593,600 0 0 0 25,738,400 0

（０）正会員受取会費(連動) 0 0

（１）正会員受取会費 32,173,000 1,000,000 1,000,000 4,434,600 6,434,600 0 25,738,400 令和４年１月末現在

（２）特別会員受取会費 0 0 0

（３）賛助会員受取会費 1,159,000 1,159,000 1,159,000 0

４．事業収益 46,412,000 50,000 150,000 1,000,000 0 1,200,000 37,512,000 7,700,000 45,212,000 0 0

（１）研修会事業収益 4,850,000 50,000 150,000 1,000,000 1,200,000 3,650,000 3,650,000 0 講習会20万　絵本90万＋地域10　支部345万　部20万

（２）福利厚生事業収益 6,690,000 0 6,690,000 6,690,000 簡保40万　労働保険430万　共済事業170万　チケット54万

（３）その他事業収益A 4,050,000 0 4,050,000 4,050,000
役員懇談会160万　支部部会
225他20

（４）その他事業収益B 30,822,000 0 30,822,000 30,822,000 会館賃貸収入2,521,800×12

５．受取補助金 26,610,300 14,000,000 4,000,000 7,210,300 0 25,210,300 0 0 0 1,400,000 0

（０）全法連助成金(連動) 25,210,300 14,000,000 4,000,000 7,210,300 25,210,300 0 助成金A

（１）全法連助成金 350,000 0 0 350,000 全法連ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ強化5事務支援10強化20

（２）都道府県連補助金 700,000 0 0 700,000 東法連助成金Ｂ

（３）その他の補助金 350,000 0 0 350,000 サービス還元28絵はがき5温2

６．受取負担金 2,766,000 0 0 0 0 0 0 2,766,000 2,766,000 0 0

（１）青年部会負担金 1,848,000 0 1,848,000 1,848,000

（２）女性部会負担金 582,000 0 582,000 582,000

（３）源泉部会負担金 336,000 0 336,000 336,000

（４）総会等負担金 0 0 0

（５）支部負担金 0 0 0

７．受取寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（１）受取寄付金 0 0 0 0

８．雑収益 1,900,600 0 0 0 0 0 0 1,400,000 1,400,000 500,600 0

（１）受取利息 600 0 0 600

（２）広告料収益 0 0 0

（３）雑収益 1,900,000 0 1,400,000 1,400,000 500,000
交流（支部会祝）100万　本部
55万

111,021,200 16,209,000 5,150,000 12,644,900 0 34,003,900 37,512,000 11,866,000 49,378,000 27,639,300 0

備考

公益事業比率

収益事業等会計

経常収益計

法人会計

公益目的事業会計

合計 内部取引消去

会費自動配賦パターン
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税関連事業 企業支援事業 社会貢献事業 収益事業 会員交流事業

公1 公2 公3 共通 小計 収1 他1 小計

備考

収益事業等会計

法人会計

公益目的事業会計

合計 内部取引消去

（２）経常費用

①事業費 103,805,208 40,090,751 10,479,885 20,303,172 70,873,808 10,419,430 22,511,970 32,931,400 0

役員報酬 0 0 0 0 0 0 0 0

給料手当 28,718,818 11,996,015 4,404,507 8,021,216 24,421,738 1,969,495 2,327,585 4,297,080

臨時雇賃金 0 0 0 0 0 0 0 0

退職給付費用 962,400 402,000 147,600 268,800 818,400 66,000 78,000 144,000

福利厚生費 4,614,708 1,927,590 707,742 1,288,896 3,924,228 316,470 374,010 690,480

旅費交通費 5,943,010 2,323,355 148,695 446,160 2,918,210 53,075 2,971,725 3,024,800

通信運搬費 3,655,954 2,740,950 527,976 245,088 3,514,014 47,410 94,530 141,940

減価償却費 6,840,000 2,280,000 380,000 380,000 3,040,000 3,040,000 760,000 3,800,000

消耗什器備品費 930,000 500,000 100,000 130,000 730,000 150,000 50,000 200,000

消耗品費 5,139,700 2,670,485 357,077 965,038 3,992,600 150,000 997,100 1,147,100

修繕費 666,810 358,500 71,700 93,210 523,410 107,550 35,850 143,400

印刷製本費 4,683,696 3,714,696 240,100 562,200 4,516,996 16,500 150,200 166,700

燃料費 0 0 0 0 0 0 0 0

光熱水料費 1,215,000 405,000 67,500 67,500 540,000 540,000 135,000 675,000

賃借料 375,300 0 23,300 352,000 375,300 0 0 0

リース料 892,800 480,000 96,000 124,800 700,800 144,000 48,000 192,000

事務所管理費 3,373,200 1,124,400 187,400 187,400 1,499,200 1,499,200 374,800 1,874,000

会場費 1,232,400 78,500 560,000 520,000 1,158,500 0 73,900 73,900

保険料 467,600 189,200 23,200 23,200 235,600 185,600 46,400 232,000

諸謝金 4,800,000 1,020,000 1,229,000 2,451,000 4,700,000 0 100,000 100,000

租税公課 5,453,700 2,215,000 404,000 466,700 3,085,700 1,873,500 494,500 2,368,000

会議費 14,425,270 2,983,280 72,490 757,000 3,812,770 0 10,612,500 10,612,500

委託費 5,037,500 722,700 224,800 1,850,000 2,797,500 0 2,240,000 2,240,000

事務委託費 0 0 0 0 0 0 0 0

支払負担金 583,400 248,000 24,600 192,800 465,400 11,000 107,000 118,000

支払寄付金 0 0 0 0 0 0 0 0

広告宣伝費 281,502 117,585 43,173 78,624 239,382 19,305 22,815 42,120

新聞図書費 174,840 94,000 18,800 24,440 137,240 28,200 9,400 37,600

0 0 0 0 0 0 0 0

表彰費 694,310 396,310 80,000 18,000 494,310 0 200,000 200,000

支払手数料 2,603,190 1,086,435 334,075 777,900 2,198,410 199,375 205,405 404,780

0 0 0 0 0 0 0 0

雑費 40,100 16,750 6,150 11,200 34,100 2,750 3,250 6,000
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税関連事業 企業支援事業 社会貢献事業 収益事業 会員交流事業

公1 公2 公3 共通 小計 収1 他1 小計

備考

収益事業等会計

法人会計

公益目的事業会計

合計 内部取引消去

②管理費 15,862,297 15,862,297 0

役員報酬 0 0

給料手当 7,090,182 7,090,182

臨時雇賃金 0 0

退職給付費用 237,600 237,600

福利厚生費 1,139,292 1,139,292

旅費交通費 893,070 893,070

通信運搬費 669,322 669,322

減価償却費 760,000 760,000

消耗什器備品費 70,000 70,000

消耗品費 103,060 103,060

修繕費 50,190 50,190

印刷製本費 239,773 239,773

燃料費 0 0

光熱水料費 135,000 135,000

賃借料 0 0

リース料 67,200 67,200

事務所管理費 374,800 374,800

会場費 80,860 80,860

保険料 46,400 46,400

諸謝金 0 0

租税公課 536,300 536,300

会議費 981,120 981,120

委託費 0 0

事務委託費 0 0

支払負担金 485,600 485,600

支払寄付金 3,000 3,000

渉外慶弔費 550,000 550,000

諸会費 200,000 200,000

支払利息 0 0

広告宣伝費 69,498 69,498

新聞図書費 13,160 13,160

0 0

表彰費 0 0

支払手数料 539,970 539,970

0 0

雑費 526,900 526,900

119,667,505 40,090,751 10,479,885 20,303,172 0 70,873,808 10,419,430 22,511,970 32,931,400 15,862,297 0

△ 8,646,305 △ 23,881,751 △ 5,329,885 △ 7,658,272 0 △ 36,869,908 27,092,570 △ 10,645,970 16,446,600 11,777,003 0当期経常増減額

経常費用計
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税関連事業 企業支援事業 社会貢献事業 収益事業 会員交流事業

公1 公2 公3 共通 小計 収1 他1 小計

備考

収益事業等会計

法人会計

公益目的事業会計

合計 内部取引消去

２．経常外増減の部

（１）経常外収益

■ 0 0 0 0

■ 0 0 0

★ 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（２）経常外費用

■ 0 0 0

■ 0 0 0

★ 1,000,000 0 0 1,000,000

1,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 1,000,000 0

△ 1,000,000 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 1,000,000 0

法人税・住民税及び事業税

経常外費用計

当期経常外増減額

経常外収益計

Copyright (C) 2011-2013 公益財団法人 全国法人会総連合 4/5



事業
年度

自 令和4年4月1日 法人コード A021318

至 令和5年3月31日 法人名 公益社団法人板橋法人会

資金調達及び設備投資の見込みについて

（１）資金調達の見込みについて

当期中における借入れの予定の有無を記載し、借入れ予定がある場合は、その借入先等を記載してください。

借入れの予定 なし

事業
借入先 金額 使途

区分 番号

円

円

（２）設備投資の見込みについて

当期中における重要な設備投資（除却又は売却を含む。）の予定の有無を記載し、設備投資の予定がある場合には、その内容等を記載してください。

設備投資の予定 なし

事業
設備投資の内容

支出又は収入の
予定額

資金調達方法
又は取得資金の使途

区分 番号

円

円









資料６
令和４年４月１４日

正副会長会資料



板　橋

12,234 ① 勧   奨 7

8 ③ 不明他 1

13  (3)合 計・・・（①+②+③） 8

△ 5

34.7% 1

3

8

3,912

147 ① 転   出 3

182 ② 休業・廃業

③ 所在不明 0

④ 会費未納会員の整理 0

（ｲ）メリットなし 2

255 （ﾛ）営業不振 0

新規入会 1 （ﾊ）零  細 2

既存会員 2 （ﾆ）不明他 0

1 小          計 4

当月総組合員数 257 13

※業種により1社で複数の事業場を含む。

4,241   ①正会員の増加数 4

4,241
 （倒産、吸収合併等による会社消滅も含む）

⑤
 

脱
 

会

6

合計・・・（①+②+③）

前月総組合員数

増加数

減少数

【労働保険事務組合の加入状況】

 （4）合 計・・・（①+②+③+④+⑤）

  ②正会員以外の会員（法人)の増加数

　③正会員以外の会員（個人)の増加数

 合 計・・・（①+②+③）

減
 
 

少
 
 

数
 
 

内
 
 

訳

　法 人 会

令和4年3月末 会員増減報告書

増
加
数
内
訳

4,246 ② 転   入 0

資料9

令和4年4月14日

正副会長会資料

（1）稼動法人数

（2）前月総会員数

〔賛助・特別・個人会員等含む〕

（3）増加数

（4）減少数

（5）差   引

（6）当月総会員数

〔賛助・特別・個人会員等含む〕

（7）加入率

 ① 正会員数

 ②正会員以外の会員数（法人）

 ③正会員以外の会員数（個人）

（6)における当月会員数の内訳

（3)における会員種別増加数
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資料 10 

令和４年４月 17日 

    正 副 会 長 会 資 料 

 

令和３年度 会員増強表彰について 

 

 
令和 3年度（令和 3 年 4月 1日～令和 4 年 3月 31日）の会員増強活動の実績に

ついて、加入増強奨励金支給規程の基準を満たした対象者について報告します。 

 

 

 

１．支部表彰（20ポイント以上獲得した会員） 

・対象支部なし 

 

参考） 

第 1支部…3ポイント 

第 3支部…2ポイント 

第 4支部…2ポイント 

第 7支部…4ポイント 

第 9支部…2ポイント 

 

 

２．個人表彰（５ポイント以上獲得した会員） 

・対象者なし 

 

参考）2ポイント…6 名 

   1ポイント…1 名 

 

 

３．保険受託会社表彰（報奨金の支給対象となった保険受託会社） 

・大同生命保険（正会員 6社、賛助会員 3 社） 

・AIG損害保険（正会員 9社、賛助会員 30 社） 

・アフラック（賛助会員 1社） 

 

 

４．加入増強功労表彰 

（加入勧奨活動に貢献し、その功績が顕著と会長が認めた個人若しくは団体） 

 



資料１１

正 副 会 長 会 資 料
令和４年４月１４日









【資料14】

5億円以上
¥10,000 ¥8,500

5億円 ¥8,000 ¥5,500

3億円 ¥6,000
¥5,000 ¥4,000 ¥5,500 ¥5,000

1億円 ¥3,000 ¥4,000 ¥3,000 ¥3,500 ¥3,500 ¥3,000
¥2,500

【104社】
5000万円 ¥1,500 ¥1,500 ¥2,000 ¥2,000 ¥2,950 ¥2,500 ¥2,000

【454社】
¥3,000

3000万円 ¥1,200 ¥2,000

2500万円 ¥1,000

2000万円 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,000 ¥1,850 ¥1,250

1500万円 ¥800

1000万円
¥800 ¥700 ¥700 ¥500 ¥1,000 ¥1,300 ¥1,000 ¥700

【1,198社】

700万円
¥600

【306社】

500万円
¥800 ¥750 ¥700

400万円
¥300

300万円 【1,826社】
¥500 ¥500 ¥500

０万円

¥300～
【50社】

¥1,000～ ¥500～ ¥500～ ¥1,000～ ¥800～ ¥200～ ¥200～

3,938 2,424 1,631 1,467 1,735 2,097 1,393 2,749

板 橋 新 宿 中 野 杉 並 荻 窪 練馬東 練馬西 豊 島

正会員に
準ずる

正会員に
準ずる

¥1,000

¥500 ― ¥500

323 347 184 151 220 104 290 308

板 橋 新 宿 中 野 杉 並 荻 窪 練馬東 練馬西 豊 島

第4ブロック事務局職員数&人件費比率

板 橋 新 宿 中 野 杉 並 荻 窪 練馬東 練馬西 豊 島

1 1 1 1 1 1 1 1

次長 1

課長 1 1

主任 2 1 1 1

一般社員 2 1 1 2 2

2 2 1 1 2 1

7 5 2 3 3 4 4 5

609 554 908 539 652 550 421 611

※労働保険事務含む 645 実施せず 実施せず 実施せず 実施せず 実施せず 実施せず 実施せず

36.38% 46.91% 43.34% 33.37% 24.24% 33.69% 26.80% 32.54%

令和4年４月14日
正副会長会資料

職員一人当たりの会員数

¥300 ¥500 ¥500 ¥800

合計

事務局長（専務理事他）

正
規
職
員

法人

個人

賛助会員数

単 位 会

　　　　　　　　　第4ブロック単位会別　会費及び職員数一覧　　（令和3年12月31日現在）

正会員会費（月額）

単 位 会

¥500

資
本
金

その他区分
（金融機関・事業所他）

令和3年度予算 人件費比率

非常勤職員

正会員数

単 位 会

賛助会員会費（月額）
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